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貸 借 対 照 表 
（2023 年３月 31 日現在） 

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） 

流  動  資  産  

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

契 約 資 産 

販 売 用 不 動 産 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 

未 成 工 事 支 出 金 

貯 蔵 品 

1 年 内 長 期 貸 付 金 

前 渡 金 

前 払 費 用 

未 収 消 費 税 

そ の 他 

固  定  資  産  

（ 有 形 固 定 資 産 ） 

建 物 

車 両 運 搬 具 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

減 価 償 却 累 計 額 

土 地 

立 木 

建 設 仮 勘 定 

（ 無 形 固 定 資 産 ） 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 

電 話 加 入 権 

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ） 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

破 産 更 生 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

222,891

64,824

141

206

55,680

84,265

11,086

21

80

3,490

278

1,417

1,396

15,236

6,309

2,629

58

1,257

△1,863

4,179

18

29

212

72

139

1

8,714

566

3,692

422

177

9

49

1,907

1,889

（ 負 債 の 部 ） 

流  動  負  債 

支 払 手 形 

電 子 記 録 債 務 

工 事 未 払 金 

短 期 借 入 金 

一 年 内 長 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

契 約 負 債 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固  定  負  債  

退 職 給 付 引 当 金 

保 証 工 事 引 当 金 

そ の 他 
 

 

81,982

2,795

15,030

14,829

37,872

2,000

1,247

234

3,369

1,443

2,060

1,076

22

2,408

1,686

674

47
 

負 債 合 計 84,391 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 

153,737

4,269

3,167

3,167

146,300

40

146,260

39,500

106,760
 

純 資 産 合 計 153,737 

資 産 合 計 238,128 負 債 純 資 産 合 計 238,128 
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損 益 計 算 書 

(
2022年４月１日から 

2023年３月31日まで 
)

  
（単位：百万円）  

科 目 金 額 

      

Ⅰ 売上高   292,006 

Ⅱ 売上原価   241,480 

売上総利益   50,526 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   25,268 

営業利益   25,257 

Ⅳ 営業外収益     

1.受取利息及び配当金 2,105   

2.受取賃貸料 267  

3.仕入割引 62  

4.経営指導料 369  

5.その他 236 3,041 

Ⅴ 営業外費用     

1.支払利息 160   

2.その他 81 242 

経常利益   28,056 

Ⅵ 特別利益      

固定資産売却益 9 9 

Ⅶ 特別損失     

固定資産除却損 13 13 

税引前当期純利益   28,052 

法人税、住民税及び事業税 7,871   

法人税等調整額 125 7,997 

当期純利益   20,055 
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株主資本等変動計算書 

(
2022年４月１日から 

2023年３月31日まで 
）

                                  （単位：百万円）  
  

株主資本 
 
 
 
 

純資産合計 
 
 
 

資本金 

 
資本剰余金 

 
利益剰余金 

 
 

株主資本合計 
 

資本 
準備金 

 
資本剰余金 

合計 

 
利益 
準備金 

その他利益剰余金  
利益剰余金 

合計 
 

別途積立金

 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 4,269 3,167 3,167 40 39,500 96,886 136,426 143,863 143,863

当期変動額      

剰余金の配当    △10,181 △10,181 △10,181 △10,181

当期純利益    20,055 20,055 20,055 20,055

当期変動額合計    9,874 9,874 9,874 9,874

当期末残高 4,269 3,167 3,167 40 39,500 106,760 146,300 153,737 153,737
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個 別 注 記 表 
  

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券の評価基準及び評価方法 
イ．満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 
ロ．子会社株式 移動平均法による原価法 
ハ．その他有価証券 市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
    販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金 

             個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り 
             下げの方法） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 
①  有形固定資産 

1998 年４月１日以降に取得した有形固定資産の建物 

（建物付属設備は除く） 

2016 年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物 

上記以外の有形固定資産 

 
定額法 
 
定額法 
定率法 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。    
建物 ：２年～50年 
車両運搬具 ：２年～６年 
工具器具備品 ：２年～20年     

② ソフトウェア 
 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。  

(3) 引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。 

② 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。 
 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。 
 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事
業年度から費用処理することとしております。 
 過去勤務費用については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から費用処理することとしております。 

③ 賞与引当金 
 従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上
しております。 

④ 保証工事引当金 
 建物引渡し後の定期点検及び瑕疵担保等の保証に備える為、保証工事見込額の当期
負担額を計上しております。    
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(4) 収益及び費用の計上基準 
 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）
及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020
年３月31日）を適用しており、顧客との契約について以下の５ステップアプローチに
基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ
スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。（企業会計基準第
10 号「金融商品に関する会計基準」の範囲に含まれる金融商品に係る取引並びに企
業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれるリース取引等を
除く） 
ステップ１:顧客との契約を識別する 
ステップ２:契約における履行義務を識別する 
ステップ３:取引価格を算定する 
ステップ４:契約における履行義務に取引価格を配分する 
ステップ５:履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する 

 
当社は、主要な事業として戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業を行

っております。これらの事業から生じる収益は顧客との契約に従い計上しており、そ
れぞれの履行義務に関する情報、取引価格の決定方法、収益の認識時期等は、以下の
とおりであります。 

 
・戸建分譲事業 

戸建分譲事業は主に戸建住宅及び宅地の販売等に区分され、主な収益を以下のとお
り認識しております。 

（戸建住宅及び宅地の販売） 
戸建住宅及び宅地の販売は、用地の仕入から造成、企画、設計、施工までを自社一

貫体制にて行った戸建住宅（土地付き建物）及び宅地を一般消費者へ販売する事業で
あり、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引渡しを行う義務を負っておりま
す。当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時
点において収益を計上しております。 
取引価格は不動産売買契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は売買代金

全額の受領日と同日としているため、物件引渡しと同時期に売買代金の支払を受けて
おります。 
なお、当社の事業には、宅地を販売した顧客と一定期間内に当該宅地に建物を建築

するための建物請負工事契約を締結し当該契約に基づき住宅の建築工事を請け負う
事業があります。これらのうち戸建分譲事業には下記の注文住宅事業に区分されない
一部の請負工事が含まれますが、当該請負工事における履行義務及びその充足時期、
取引価格の決定方法、収益の認識時期等については、下記の請負工事事業における注
文住宅事業と同様であります。 

・マンション分譲事業 
マンション分譲事業は主な収益を以下のとおり認識しております。 
マンション分譲事業は、用地の仕入から施工まで行ったマンションの各分譲住戸を

主に一般費者へ販売する事業等であります。当該マンション分譲事業における履行義
務及びその充足時期、取引価格の決定方法、収益の認識時期等については、上記の戸
建分譲事業における戸建住宅と同様であります。 

・請負工事事業 
請負工事事業は主に注文住宅事業、リフォーム・オプション工事事業に区分され、

主な収益を以下のとおり認識しております。 
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（注文住宅事業） 
注文住宅事業は、規格型注文住宅及び自由設計注文住宅の建築工事を請け負う事業

であり、顧客（一般消費者及び法人）との建物請負工事契約に基づき、建築工事を行
う義務を負っております。 
当該建物請負工事契約においては、当社の義務の履行により資産（仕掛品）が創出

され又は増価し、資産の創出又は増価につれて顧客が当該資産を支配することから、
当該履行義務は一定期間にわたり充足される履行義務であり、契約期間にわたる工事
の進捗に応じて充足されるものであります。よって注文住宅事業においては工事の進
捗度に応じて収益を計上しております。なお、進捗度の測定は、発生原価が履行義務
の充足における企業の進捗度に寄与及び概ね比例していると考えられることから、発
生原価に基づくインプット法によっております。 
取引価格は建物請負工事契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は請負代

金全額の受領日と同日としているため、建物引渡しと同時期に請負代金の支払を受け
ております。 

 
(5) その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項 
  控除対象外消費税等の会計処理 

    資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用として処理しておりま

す。 

 

２.会計上の見積りに関する注記 

  棚卸資産の評価 
 
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

  収益性の低下による簿価切下額  △626百万円 
 棚卸資産           151,054百万円 

 
(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

①算出方法 
棚卸資産は取得原価で測定しておりますが、当事業年度末における正味売却価額

が取得原価より下落している場合には、当該正味売却価額で測定し、取得原価との
差額を原則として売上原価に認識しております。当社は戸建分譲事業及びマンショ
ン分譲事業を営んでおり、過去の実績や近隣相場を参考にして、景気の見通し、金
利や地価の変動、税制の変更等が購買者の購入意欲に及ぼす影響も考慮した上で、
正味売却価額を測定しております。 

 
②主要な仮定 

棚卸資産の正味売却価額の算定の基礎となる売価の見積りは、将来の経済状況の
変動の結果により影響を受けるため、見積りの不確実性を伴い、経営者等の判断が
必要であります。 

 
③翌事業年度の計算書類に与える影響 

売価の見積りは、見積りの不確実性を伴い、見積売価が変動した場合には、棚卸
資産の算定及び収益性の低下による簿価切下額に影響が生じます。 
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３．貸借対照表に関する注記 
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

差入保証金 41百万円

合計 41百万円
 
上記に対応する債務 
契約負債 530百万円

合計 530百万円
 
 
(2) 「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、供託して

いる投資有価証券 
投資有価証券 565百万円
差入敷金保証金 1,499百万円

  
 
(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

・短期金銭債権 205 百万円

・長期金銭債権     145 百万円

・短期金銭債務 20,958 百万円

 
(4) 保証債務 

     他の会社の金融機関等から借入債務に対し、保証を行っております。 
I ONE HOME, Inc. 1,352 百万円

 
４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
営業取引による取引高 
・売上高 4,677 百万円

・売上原価  2,823 百万円

・販売費及び一般管理費 1,761 百万円

 
営業取引以外の取引による取引高 
・受取配当金 2,100 百万円

・受取賃貸料 46 百万円

・経営指導料 369 百万円

・雑収入 10 百万円

・受取保証料 4 百万円

・支払利息     5 百万円

 
５．株主資本等変動計算書に関する注記 
(1) 発行済株式の総数に関する事項   

株式の種類 
当事業年度期首の株式数 

（株）

当事業年度増加株式数

（株）

当事業年度減少株式数 

（株）

当事業年度末の株式数

（株）

普 通 株 式 65,687,297 － － 65,687,297 
  
 
 (2) 自己株式の数に関する事項   

株式の種類 
当事業年度期首の株式数 

（株）

当事業年度増加株式数

（株）

当事業年度減少株式数 

（株）

当事業年度末の株式数

（株）

普 通 株 式 － － － － 
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(3) 剰余金の配当に関する事項 
配当金支払額  
会社法第319条第１項の規定による2023年３月21日付臨時株主総会において、次 

のとおり決議しております。 
普通株式の配当に関する事項 

・配当金総額 10,181百万円  

・１株当たり配当額 155円 

・基準日  － 

・効力発生日 2023年３月22日 

 
６. 税効果会計に関する注記 
(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産 
棚卸資産評価損 142百万円
未払事業税否認 192百万円
賞与引当金繰入否認  290百万円
未払費用否認額 41百万円
見積工事未払金 94百万円
大工会預り益金加算額 86百万円
退職給付引当金        509百万円

関係会社株式評価損         189百万円

保証工事引当金        167百万円

未払役員退職慰労金 
その他 

         7百万円
       171百万円

小計 1,892百万円

評価性引当金 -

合計  1,892百万円

繰延税金資産合計 1,892百万円
   繰延税金負債 

その他 △3百万円

繰延税金負債合計 △3百万円

繰延税金資産純額 1,889百万円
 
７. 金融商品に関する注記 
(1) 金融商品の状況に関する事項 
①金融商品に対する取組方針  
当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、

主に事業用土地仕入に対する資金について親会社及び銀行からの借入により調達してお
ります。 
デリバティブ取引については、将来の金利変動リスクを回避するため借入金残高の範

囲内で行うこととし、投機的な取引は一切行わない方針であります。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
 市場価格のある投資有価証券は、保証金として供託している国債であり、発行体のリ
スク又は市場価格の変動リスクに晒されております。市場価格のない投資有価証券及び
関係会社株式は、取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式でありますが、時
価評価されていない有価証券であるため市場価格の変動リスクはありません。なお、こ
れらの有価証券については、定期的に決算書等、財務状況を把握できる書類を入手し、
取引先企業の財政状態等に変化がないか確認を行い保有状況を継続的に見直しておりま
す。  
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営業債務である支払手形、電子記録債務及び工事未払金については、１年以内の支払
期日であります。これらは、決済時において流動性リスクに晒されておりますが、適時
資金計画を作成・更新するとともに手許流動性維持などにより流動性リスクを管理して
おります。  
短期借入金、１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金については、主に事業用土

地仕入に対する資金調達であり、これら借入金のうち、変動金利を採用しているものに
ついては、金利変動リスクに晒されております。金利変動については、半年単位で報告
資料の作成を行い、急激な金利変動がないか管理を行うことにより金利変動リスクを管
理しております。 

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定した価額が含まれております。 

 
(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額3,693百万円）は「投
資有価証券」には含めておりません。 
 

  
貸借対照表計上額

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

(1)現金及び預金 64,824 64,824 －

(2)投資有価証券 565 568 2

資産計  65,390 65,393 2

(1)支払手形 2,795 2,795 －

(2)電子記録債務 15,030 15,030 －

(3)工事未払金 14,829 14,829 －

(4)短期借入金 37,872 37,872 －

(5)未払法人税等 3,369 3,369 －

(6)長期借入金 
(1年内返済予定を含む) 

2,000 2,000 0

負債計   75,896 75,896 0

(7)デリバティブ取引 － － －
 
（注）１ 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明  
 
 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。 
 
 レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により

算定した時価 
 レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価 
 レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 
 
 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。 
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資 産 
(1)現金及び預金 

    現金及び預金については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近 

似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(2)投資有価証券 

債券の時価につきましては、日本証券業協会の提示した統計資料により評価してお

り、レベル１の時価に分類しております。 

負 債 
(1) 支払手形、(2)電子記録債務、(3)工事未払金、(4)短期借入金、(5)未払法人税等 

   これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。 
(6)長期借入金（1年内返済予定を含む） 

   長期借入金の時価については、元利金の合計額を残存期間で同様の新規借り入れを 
行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価
に分類しております。 
 
 

（注）２ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

  
１年内 

（百万円） 
１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

預金 64,808 － － － 

投資有価証券 312 253 － － 

 

８. 賃貸等不動産に関する注記 
   賃貸等不動産の総額が重要性に乏しいため、注記を省略しております。 
 
９．関連当事者との取引に関する注記 
(1) 親会社及び法人主要株主等 

種 類 
会社等の名称 

又 は 氏 名 

議決権等の所有

（ 被 所 有 ） 割 合

（％) 

関 連 当 事 者

と の 関 係

取 引 の

内 容

取 引 金 額 

（百万円） 
科 目 

期 末 残 高

（百万円）

親 会 社 

飯田グループホ

ールディングス

株 式 会 社 

被 所 有

直 接 1 0 0 ％

経 営 の 指 導

役 員 の 兼 任

資金の借入

資金の返済

10,700 

9,782 

短 期 

借 入 金 
18,200

１ 年 内

返 済 予

定 長 期

借 入 金 

2,000

利息の支払 ５ 未払費用 １

 (注)資金の借入については、市場金利を勘案した利率にて行われています。 
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(2) 役員及び個人主要株主等  

種 類 
会社等の名称 

又 は 氏 名 

議決権等の所有

（ 被 所 有 ） 割 合

（％) 

関 連 当 事 者

と の 関 係

取   引

の 内 容

取 引 金 額 

（百万円） 
科 目 

期 末 残 高

（百万円）

役員及びその近親者が

議決権の過半数を所有

している会社等(当該

会社の子会社を含む) 

ダ イ ヤ ロ ン 

株 式 会 社 

（注）３ 

       －

商品の購入

等 

役員の兼任

商品の購入

等 
34 

工 事 

未 払 金 
６

  
(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費

税等が含まれております。 
    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

商品の購入等については、一般の取引条件と同様に決定しております。 
   ３．当社取締役西河洋一が議決権の68.8％を間接保有しております。 
 
10．１株当たり情報に関する注記 
(1) １株当たり純資産額 

2,340円44銭 
(2) １株当たり当期純利益 

305円32銭 
 
11.重要な後発事象に関する注記 
  該当事項はありません。 

 




